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移住推進空き家活用事業空き家改修補助金交付要綱 
 
（趣旨） 

第１条 知事は、空き家を移住推進に活用し、県内の移住推進市町村への定住を促進す

ることにより地域の振興を図るため、県外から移住推進市町村に移住する者の居住の

用に供する空き家を改修しようとする者に対し、予算の範囲内において補助金を交付

するものとする。その交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和３０年政令第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、国土交通省所管補助金等交付規則（平成１

２年総理府・建設省令第９号）、社会資本整備総合交付金交付要綱（平成２２年３月

２６日付け国官会２３１７号国土交通事務次官通知別添）及び和歌山県補助金等交付

規則（昭和６２年和歌山県規則第２８号。以下「規則」という。）に定めるところの

ほか、この要綱に定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、「移住推進市町村」とは、市町村職員によるワンストップ

移住相談員を配置し、受入協議会（移住推進市町村の住民等で構成され、移住を支援

する団体として知事が認めるものをいう。）を設置して移住を推進している県内の市

町村及び特定の地域をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金交付の対象者は、次に掲げるとおりとする。 

（１）県内の移住推進市町村の指定する区域（次項に定める区域をいう。以下「移住推

進区域」という。）内に空き家を所有する者であって、当該空き家の所在する地域

を管轄する移住推進市町村の支援を得て、当該空き家を県外から移住する者の居住

の用に供しようとする者 

（２）県外に住所及び居所を有する者であって、県内の移住推進市町村の支援を受けて

当該移住推進市町村の移住推進区域内に移住しようとする者 

（３）その他知事が適当と認める者 

２ 移住推進区域は、海南市（大崎及び塩津地域に限る。）、紀美野町、紀の川市（鞆渕、

奥安楽川、細野及び麻生津地域に限る。）、かつらぎ町（天野、新城、四郷、御所、山

崎、花園、志賀及び三谷地域に限る。）、九度山町、高野町、湯浅町、広川町（津木地

域に限る。）、有田川町（金屋及び清水地域に限る。）、美浜町（三尾地域に限る。）、由

良町、印南町、みなべ町（清川及び高城地域に限る。）、日高川町、田辺市（旧龍神村、

旧大塔村、旧中辺路町、旧本宮町、旧田辺市（秋津川及び長野地域）に限る。）、白浜

町（日置川地域に限る。）、すさみ町、新宮市（熊野川及び高田地域に限る。）、那智勝

浦町、古座川町、北山村及び串本町の区域とする。 

 （補助事業） 

第４条 補助金交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次の各号に掲

げる補助対象者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める事業とする。 

（１）前条第１項第１号に掲げる者 県外から移住しようとする者（以下「県外移住予

定者」という。）を受け入れるため、所有する空き家（移住推進区域内に所在する

ものであって、当該県外移住予定者の居住の用に供されるものに限る。）を改修し

て、当該県外移住予定者を居住させる事業 

（２）前条第１項第２号に掲げる者 移住推進区域内に移住するための居住の用に供す

る空き家を借り受け、又は購入し、かつ、当該空き家を改修して移住する事業 

（３）前条第１項第３号に掲げる者 知事が適当と認める県内移住予定者の居住の用に
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供するための空き家を改修し、当該県内移住予定者を居住させる事業 

２ 補助事業における空き家の改修を委託する場合においては、県内事業者（県内に本

店を有するものをいう。以下同じ。）に委託しなければならない。 

 （交付の対象経費及び補助金の交付額） 

第５条 補助金交付の対象経費は、補助事業に要する経費のうち空き家の改修工事に要

する費用とする。 

２ 補助金の交付の額は、補助金交付の対象経費の実支出額に３分の２を乗じて得た額

と８００，０００円のうちいずれか低い方の額（その額に千円未満の端数金額がある

場合は、当該端数金額を切り捨てた額）とする。 

 （交付申請書の添付書類の様式等） 

第６条 規則第４条に規定する補助金等交付申請書に添付すべき書類の様式等は、次

のとおりとする。 

書類 様式 提出部数 提出期限 

事業計画書及び 

収支予算書 

別記第１号様式 原本１部 

写し２部 

別に知事が

定める 

 同意書（借り受けた空き家を

改修する場合に限り、提出す

ること。） 

別記第２号様式 

 

証明書 別記第３号様式 

２ 申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭

和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分

の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費

税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助金額を補助対象経費で除して得た割合を

乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して申請し

なければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税等仕入控除税額

が明らかでない場合は、この限りでない。 

３ 申請書を提出するに当たって、借り受けた空き家の改修を行う補助事業の申請をし

ようとする者は、あらかじめ、当該申請に係る空き家の所有者から改修について同意

を得ていなければならない。 

 （交付条件） 

第７条 規則第６条の規定により補助金の交付に付する条件は、次に掲げるとおりとす

る。 

（１）次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ知事の承認を受けな

ければならないこと。 

ア 補助事業の内容の変更（補助金の追加交付、補助事業の対象となる空き家の変

更又は改修内容の著しい変更を伴うものに限る。）をしようとする場合 

イ 補助事業を廃止しようとする場合 

（２）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該補助事業の遂行が困難になっ

た場合においては、速やかに知事に報告してその指示に従わなければならないこと。 

（３）補助金の額の確定のために行う現地調査等又は補助金に係る予算の執行の適正を

期するため必要に応じて行う立入検査の実施について、必要な協力をしなければな

らないこと。 
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（４）補助金の交付を申請するに当たって、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が

明らかでないため、消費税及び地方消費税相当額を含めて申請した場合は、次の条

件に従わなければならないこと。 

ア 実績報告を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明

らかになった場合には、これを補助金から減額して報告しなければならないこと。 

イ 実績報告の提出後に、消費税の申告により当該補助金に係る消費税等仕入控除

税額が確定した場合には、その金額（実績報告においてアにより減じた額を上回

る部分の金額）を消費税等仕入控除税額報告書（別記第４号様式）により速やか

に知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けてこれを返還しなければなら

ないこと。 

（５）補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの

帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保存しなければならない

こと。 

（６）補助事業により取得し又は効用の増加した財産については、補助事業完了後にお

いても、善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従

って使用し、その効率的な運営を図らなければならないこと。 

（７）補助事業により取得し又は効用の増加した財産について、処分制限期間内におい

ては、知事の承認を受けないで、補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換

し、貸し付け、又は担保に供してはならないこと。 

（８）処分期限期間内に知事の承認を得て当該財産を処分したことにより収入があった

ときは、当該収入の全部又は一部を知事に納付させることがあること。 

（９）補助事業の完了日の属する年度の翌年度から起算して１０年間、当該補助事業の

目的に従って、改修した空き家に居住し、又は県外から移住する者の居住の用に供

しなければならないこと。ただし、知事が特別の事情があると認めるときは、この

限りでない。 

（１０）補助事業の完了後において知事が行う当該補助事業に関するアンケート及び補

助事業の円滑な実施に係る調査等の実施について、必要な協力をしなければならな

いこと。 

 （変更の承認） 

第８条 補助事業を行う者は、前条第１号各号に掲げる場合のいずれかに該当するとき

は、あらかじめ、変更承認申請書（別記第５号様式）に変更後の事業計画書及び収支

予算書（別記第１号様式）を添付して知事に提出し、その承認を受けなければならな

い。 

 （実績報告書の添付書類の様式等） 

第９条 規則第１３条に規定する補助事業等実績報告書に添付すべき書類の様式等

は次のとおりとする。 

書類 様式 提出部数 提出期限 

事業実績報告書 別記第６号様式 原本１部 

写し２部 

２月１５日（同日が休

日に当たる場合は、同

日の直後の休日以外の

日） 

居住者の住民票  

 平面図 

写真 

領収書の写し 

 （書類の提出） 

第１０条 規則又はこの要綱に基づき提出する書類は、事業施行地を管轄する振興

局長に提出するものとする。 
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    附 則 
この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

 
    附 則 
 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 
 

附 則 
 この要綱は、平成２５年１０月１日から施行する。 
 

附 則 
 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この要綱は、平成３０年７月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この要綱による改正前の移住推進空き家活用事業空き家改修補助金交付要綱の規

定により交付決定を受けた補助金の取扱いについては、なお従前の例による。 
 

附 則 
 この要綱は、令和元年５月２３日から施行する。 
 

附 則 
 この要綱は、令和元年６月２４日から施行する。 
 

附 則 
 この要綱は、令和元年１１月８日から施行する。 
 

附 則 
 この要綱は、令和２年６月１５日から施行する。 
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別記第１号様式（第６条、第８条関係） 

 

 
事業計画書及び収支予算書（変更事業計画書及び変更収支予算書） 

 
 １ 空き家改修の概要（事業計画） 
 ① 住宅所在地 

（番地まで記載） 
 

 ② 住宅の延べ床面積  

③ 住宅を活用する期間 事業完了後１０年間 

④ 空き家改修費                   円 

⑤ 改修内容  

 ⑥ 改修費積算 工種 数量 単価 金額 備考 
     

     

     

計     

 ⑦ 工事請負業者名等 
（県内事業者に限る。） 

 名称 

 住所 

 電話 

 
 ２ 空き家改修費の内訳（収支予算書） 
 

 ① 空き家改修費                               円 

  ② 自己資金額                               円 

 ③ 補助金額（千円未満切捨て）                               円 
 
 ３ 補助金交付申請額計算書(補助金交付申請額は、千円未満切捨て） 
 

① 空き家改修費  
 
  × ２／３  ＝ 

補助金交付申請額 
  
             円 

  （上限800千円） 
        千円 
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添付書類 
（１）見積書 
（２）改修部位を明記した平面図 
（３）現況等がわかる写真 
（４）賃貸住宅契約書の写し 
 
（注） 
１ 申請者は、別記第１号様式及び添付書類を４部作成の上、３部を提出し、１部を

事業が完了するまで保管してください。 
２ 別記第１号様式中の「空き家改修費」について、他の補助金を併せて申請してい

る場合には、その補助金の算定の対象となる額を空き家改修費の総額から減額して

記入してください。 
３ 「空き家改修費の内訳（収支予算書）」には、この補助金の算定の対象となる額

を記入し、「① 空き家改修費 ＝ ② 自己資金額 ＋ ③ 補助金額」となるように

記入してください。「③ 補助金額」には、この補助金の額のみを記入し、他の補

助金の額を合算しないでください。 
４ 添付書類の写真は、改修部位のよくわかる鮮明なカラー写真を複数枚添付し、写

真撮影位置を平面図に矢印等で明示してください。 
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別記第２号様式（第６条関係） 
 

同 意 書 
 

                              年  月  日 
 

和歌山県知事  様 
             （所有者） 

  
住  所 

 〒 

ふりがな  

氏  名                              印 

電  話  

               
 
 私は、賃借人が申請する移住推進空き家活用事業空き家改修補助金により、私が所有

する物件の改修を行うことに同意します。 
 

（賃借人） 
  

住  所 
 〒 

ふりがな  

氏  名                              印 

電  話  
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別記第３号様式（第６条関係） 
 

証 明 書 

 
  年    月    日  

 
和歌山県移住定住推進課長 様 

 
 
                       市町村担当課長名 ○印  
 
 

 

 下記の者は、当市町村及び受入協議会の移住支援を受けた者であり、下記の空き

家住宅所在地の空き家は、住宅協力員の契約支援の対象となった空き家であること

を証明します。 
 

記 
  

住      所  

氏      名  

空き家住宅所在地 
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別記第４号様式（第７条関係） 
                            年  月  日 
 
 
 和歌山県知事  様 
 
 
                        補助事業者名  ○印  
 
 
       年度消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書 
 
     年  月  日付け移推第   号で額の確定を受けた    年度移

住推進空き家活用事業空き家改修補助金に係る消費税等仕入控除税額について、次

のとおり報告します。 
 
 

記 
 
１ 和歌山県補助金等交付規則第１４条に基づく額の確定 
                  金           円 
 
２ 補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税及び地方消費税相当額 
                  金           円 
 
３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入に係る消費税及び地方消費税

相当額 
                  金           円 
 
４ 補助金返還相当額（３－２）   金           円 
 
５ 添付書類 
  ２及び３の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳等 
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別記第５号様式（第８条関係） 
変更承認申請書 

  
                                                         年    月    日 
 
  和歌山県知事   様 
                                  申請者  
  

 住  所 
 〒 

 ふりがな  

 氏  名                            印 

 電  話  
 
 
      年    月    日付けで交付決定を受けた移住推進空き家活用事業空き家改

修補助金について、下記理由により補助事業の内容の変更をしたいので、移住推進空

き家活用事業空き家改修補助金交付要綱第８条の規定により届け出ます。 

 
記 

 変更承認申請理由  
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別記第６号様式（第９条関係） 

 
事業実績報告書 

 
１ 補助金交付申請に係る空き家改修の概要 
 ① 住宅所在地 

（番地まで記載） 
 

 ② 居住者氏名  

③ 居住年月日  

④ 空き家改修費                      円 

⑤ 改修内容 
（工種ごとに記入） 

 

 ⑥ 工事請負業者名等  名称 
 住所 

 電話 
 
 ２ 空き家改修費の内訳 

 ① 空き家改修費                               円 

  ② 自己資金額                               円 

 ③ 補助金額（千円未満切捨て）                               円 
 
 ３ 補助金交付申請額計算書(補助金交付申請額は、千円未満切捨て） 

① 空き家改修費  
 
  × ２／３  ＝ 

補助金交付申請額 
 

円 
  （上限800千円） 
               千円 

 
４ 補助金の振込先 

 ① 金融機関名 
(※郵便局は、ゆう 

ちょ銀行口座) 
銀行・金庫              支店・出張所 

 ② 預金種目 普通  ・  当座 ③ 口座番号  

 
 ④ 口座名義人 
 

ふりがな 
氏 名 

住 所（〒      ） 
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添付書類 

（１）居住者の住民票 

（２）平面図 
（３）改修内容がわかる写真 

（４）領収書の写し 

 
（注） 
 １ 申請者は、別記第６号様式及び添付書類を、４部作成の上、３部を提出し、１部

を補助金の交付を受けるまで保管してください。 
 ２ 別記第６様式中の「空き家改修費」について、他の補助金を併せて申請している

場合には、その補助金の算定の対象となる額を、改修費の総額から減額して記入し

てください。 
３ 「空き家改修費の内訳」には、この補助金交付の対象経費の額を記入し、「① 空
き家改修費 ＝ ② 自己資金額 ＋ ③ 補助金額」となるように記入してください。

「③ 補助金額」には、この補助金の額のみを記入し、他の補助金の額を合算しな

いでください。 
４ 「補助金の振込先」の「口座名義人」は、申請者と同一であることが必要です。 
５ 添付書類の写真は、改修内容のよくわかる鮮明なカラー写真を複数枚添付し、写

真撮影位置を平面図に矢印等で明示してください。 
また、できるだけ、事業計画書に添付した写真と同じアングル等で撮影し、対比

ができるようにしてください。 
 ６ 添付書類の領収書は、この補助金の交付対象となった額の領収書とし、他の補助

金の交付対象となった額は除いてください。 
 


